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要　旨

近年，急速なグローバリゼーションの進行により，従来国内の国土領域のみを

考慮して行われてきたインフラ整備は，対外的にもその効果を発揮するように

なってきている．国家におけるインフラは交通インフラの様に直接的に越境スピ

ルオーバー効果を持つものだけでなく，規模の経済性によって産業の集積を生じ

させることで，スピルオーバー効果を持つインフラも存在する．このような越

境スピルオーバー効果によって，政府はゲーム的意思決定を行わなければならな

いが，分権的に意思決定が行われることにより，社会的に非効率な状態や戦略的

不確実性の元で意思決定を行わなければならない状態が懸念される．

実際のインフラ整備に先立ち，その整備計画として策定・公表されるものが国

土計画である．国土計画は国土政策に関する国家の最上位計画であり，諸外国と

の相互依存関係が考慮され，戦略的な意思決定がなされている．国土計画は政

策コミットメントとして機能することで，国家間におけるインフラ政策の調整効

果を持っている可能性が存在する．しかしながら，国土計画が実際にどのように

して社会状態の形成に寄与しているか，ということは明らかにされていない．

本研究では，産業集積を巡ってインフラ整備競争を行う二国間において，国土

計画がコミットメント機能を果たすことによって，実現される社会状態にどのよ

うな影響を与えるのかをゲーム理論を用いて分析する．策定された国土計画通

りにインフラが整備されなかったことによって生じる不信からの損失をコミット

メント・ペナルティと捉え，均衡分析を行う．国土計画の政策調整機能の存在を明

らかにし，政策的示唆を得ることが本研究の目的である．
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第1章 序論

1.1 本研究の背景

21世紀を迎えて以降，東アジア諸国を中心に人・モノの動きは活発化し，国家

間における社会経済的な統合が急速に進んでいる．国境を越えた経済活動の活

発化に伴い，従来は国内領域にのみ影響を及ぼしてきたようなインフラでさえ

も諸外国に対してスピルオーバー効果を持つようになってきた．例えば，国家間

を物理的に繋ぐ国際交通インフラには国家間の取引費用の削減効果がある．他

のインフラに関して考えると，多くのインフラは企業の生産活動に対してその

生産効率を上昇させる効果を持っているが，グローバル化が進んだ現代社会にお

いては企業は生産拠点を国際的に選択することが出来るため，それによって越境

スピルオーバー効果を持っていると考えられる．しかしながら，越境スピルオー

バー効果を持つインフラは，分権的に整備されることによって非効率な均衡が生

じることがある．特に，国際社会においては上位政府が存在しないために，上位

権限による政策調整を行うことが出来ず，非効率な社会状態にロックインしてし

まう恐れがある．例えば，社会的に最適なインフラ整備状態を実現出来ないこ

とや，複数均衡によって戦略的不確実性が生じ，諸外国の意思決定を完全予測す

ることが出来ないこと等が挙げられる．

インフラ政策の連携や越境制度の設計を行う上で，重要な指針となるのが国

土計画である．国土計画には国土の将来像を形成する上での指針やその施策が

示されており，それによって利害関係者の行動を同期化させる役割がある．従来

までの国土計画では，政府と国民の二者関係のみが想定されてきた．しかしな

がら，グローバル化が進行した現代社会においては，周辺地域の動向やそれに

対する影響を考慮しなければならない．つまり，国土計画は国家の意思を示す計

画として，諸外国の行動も同期化させる役割が必要とされている．例えば，我が

国の国土計画である平成 20年 7月に閣議決定された国土形成計画（全国計画） 1)

においては戦 略的 目標としてシームレスアジアの形成が掲げられており，今後

も推進体制を取っていくことが予想される．この政策コミットメントによって，効
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率的にシームレスネットワークが整備されるようになる可能が存在する

しかしながら，国土計画が政策調整機能を持つのかどうか，また実際にどのよ

うに役割を果たしているかは明らかにされていない．一般に，政府の政策公約に

は法的拘束力はなく，費用の生じないものだとされているが，公約の破棄は信頼

の失墜を意味する．自国民からの信頼だけでなく，グローバル化が進んだ現代社

会において国際社会全体からの信頼を失うことは，非常に大きい損失だと言え

る．このような公約破棄によって生じる費用（コミットメント・ペナルティ）は，国

家政策の計画公表による政策調整機能を生じさせる要因であると考えられる．

しかしながら，国土計画がどのようにして社会状態の形成に寄与しているのか

は明らかにされていない．

1.2 本研究の目的

本研究ではまず，産業集積を巡って国家間でインフラ整備競争が行われている

経済環境を想定してゲーム論的数理モデルを構築する．続いて，コミットメント・

ペナルティを考慮した国土計画をモデルに導入することで，国土計画の信頼性を

表現し，その調整効果について均衡分析を行う．

分析を通し，国土計画が実現する社会状態に対してどのような影響を及ぼす

かを明らかにし，政策的示唆を得ることが本研究の目的である．

1.3 本稿の構成

以下，第 2章においては本研究が着目している基本概念について既存の研究を

紹介するとともに，本研究との関連性や本研究の位置づけについて述べる．第 3

章では，本研究が分析対称とする経済環境について，ゲーム論的に定式化を行

う．相互依存関係にある二つの国家が，産業の集積を巡ってインフラ整備競争を

行う状況を想定している．第 4章では，第 3章にて定式化したゲームに対してコ

ミットメントとしての国土計画を導入し，その機能と調整メカニズムについて分

析を行う．本研究では特に，公約としての国土計画を破った際の国家の信頼低下

による不信費用（コミットメント・ペナルティ）に着目し，均衡分析を行うことで
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政策調整機能について明らかにする．最後に，第 5章にて本研究の結論と今後の

課題について述べる．
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第2章 本研究の基本的考え方

2.1 国土計画

国土計画は広く知られている言葉ではあるが，一般に定義されている訳では

ない．土木学会 2)では「国土のある一定の圏域について望ましい将来像を描き，

これを実現するための，体系化，総合化された施策群を中心とする過程を明ら

かにした計画のうち，全国（それ以下のある一定の地域）を計画の対象圏域とす

るものを国土計画（地域計画）」と定義されている．我が国で言えば，五次にわ

たる全国総合開発計画と現在の国土形成計画を指していることが多い．本研究

でも，日本における国土計画は上記 6つの計画を指すこととする．我が国で初め

て国土計画として策定されたものは，1962年の全国総合開発計画である．当時，

1960年の国民所得倍増計画における「太平洋ベルト構想」がベルト地帯以外から

の反発を受け，政府は後進地域の開発促進や産業の適正配置の推進，公共投資の

地域分配に関する方針を明確化することを迫られ，策定された．これにより法

的拘束力を持たない国土計画の存在意義のひとつは，国家の意思を示すものと

し て広く浸透 した ．以後，その名称を変えながらも国土計画は約 10年程度のス

パンで策定されてきた．（図-2.1参照）

国土計画は，対象領域が「国土の利用，開発及び保全」と広いことと，関係す

る主体も多いことから，政府の意思を表現する上位計画として大きな役割を果

たしてきた．意思を表現する「構想としての計画」としての国土計画の効用は，

組織の行動を整合化させ，同期化させることをその基本とするべきだと考えら

れている 3)．実際に，「国土計画の指針性の向上」を大きな目標の一つとして，現

在の国土形成計画のモニタリングは実施されている．一方で，国土計画の指針

性そのものは，国民の意識や行動の変化の要因の一つに過ぎないため，直接的

に分析することは難しい．ただ，国民や諸外国家は互いの国土政策（例えばハブ

空港の競争や地方のインフラ整備問題）に対して関心を持っており，議論されて

いることを考えると，その指針性を持って人々の意識を変化させる効果は存在し

ていると言えよう 4)．
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図–2.1 国土計画の概要（国土交通省資料より）

西谷 5)は行政計画そのものを「法律と個々具体の行政活動の中間に位置する一

種 の 規 範 行 為 」と し て ，「 個々の 具 体 的 諸 活 動 は 計 画 と い う 場 で 示 さ れ た 基 準 に

のっとって行えというルールを示すことによって，（行政の）自由裁量にいわば一

種の枠をはめようとするもの」と述べている．福本 6)はこれを受けて，国土計画

との整合性に固執することから非効率的な公共事業が実施されている点を指摘

したが，それでもなお，行政活動の基準として十分に機能するとしている．角松

7)は，経済計画の各主体の行動における不確実性を縮減する役割があるが，国土

計画の見直しには限定的ながらより市場志向的な考え方を持って行われている

と述べた．

国土計画の機能を土木学会の定義から読み取ると，「将来像を示す機能」と「具
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体的な過程を示す機能」と分けることが出来る．「将来像を示す機能」は前述の

ように行動規範を示すことで，人々の意思決定の指標となる，言わば法の表現機

能 8)的な役割である．一方，「具体的な過程を示す機能」とは政策の内容をコミッ

トすることで，利害関係者の期待を形成する機能である．例えば福本 9)は，国土

計画に期待形成機能があるとして，複数地域における社会基盤整備問題に国土

計画を適応して分析している．

国土計画の期待形成機能は，人々が国土計画が実行されるという信頼が存在す

るために生じると考えられる．しかしながら，国土計画の策定内容には法的拘

束力はなく，実際に内容通りに実行する必要はない．では何故，期待形成機能が

存在するのだろうか．それは，国土計画が政策公約であり，それを破棄した場合

に人々の信頼が失われ，期待形成機能を失うことを利害関係者が理解しているか

らである．「将来像を示す機能」である指針性に関しても，国土計画の信頼が失

われれば機能しなくなる．すなわち，このような政策公約の破棄による信頼を

失うことから生じる損失が国土計画の期待形成機能や指針性を担保しているの

ではないだろうか．

本研究では，国土計画の政策調整機能をコミットメント・ペナルティによるもの

と捉え，社会状態の形成に与える影響について分析を行う．国土計画の政策調整

の可能性に着目し，分析を行った既往研究は存在せず，その意味で本研究には新

規性があると言える．

2.2 国家主権と国土計画

国土計画には法的拘束力がないが，信頼が存在していることによって政策調整

機能が存在する可能性について考察を行った．では何故このような信頼が存在し

ているのだろうか．また，グローバル化時代においてそれを国際社会に発信する

ことにはどのような意味があるのだろうか．本節では国家主権の観点から，国

土計画の政策調整可能性について考察を行う．

国土計画は従来国内の利害関係者を想定して策定されてきたが，グローバル

化が進んだ現代社会においては諸外国との相互依存関係を想定した上で策定さ

れなければならない．しかしながら国家主権が存在することで，政府は他の国

家に対して権限を及ぼすことは出来ない．国家とは，領域・人民・主権によって定
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義される 14)．また，主権とは「それ以上の主権が存在しない」ことによって定義さ

れ，対外主権・対内主権と機能を分割することが出来る．EUにおいても，文化・

教育や社会保障制度，外交及び安全政策，財政政策に関しては各加盟国家の主

権に委ねられており 15)，超国家機構でもそれを侵犯することは出来ない．

国土計画とは，国家主権を持って国民・国土領域に対して策定されるものであ

る．その意味である一定の地域に対して制定される地域計画とは異なっている．

すなわち，国土計画の対象は国家そのものであり，その権限も国家から生じてい

る．国土計画の機能である，指針性や期待形成機能も国家主権から生じている．

逆説的に考えれば，その効用が主権の及ぶ範囲に存在しない諸外国に対して発

揮される保障は存在しない．国土計画のコミットメント機能は，主権の及ぶ範囲

である国民からの信頼によって生じるのであり，それを持って諸外国に対して政

策調整の可能性が存在するのである．

本研究では，コミットメントとしての国土計画が持つ政策調整の可能性につい

て分析を行う．国民に対するコミットメントである国土計画による，主権管轄外

の諸外国家に対する政策調の整可能性について分析を行うことは，主権国家が

国益を巡り競争関係にある中で互いの主権を侵犯することなくいかにして国家

の繁栄を目指すか，という視点で考えた場合に分析意義があると言える．既存

の研究において，本研究のように国際的な意味で国土計画を捉えたものはない

が，グローバル化が進みつつも国家主権体制が敷かれている現代社会において

このような国際的な政策調整の可能性について明らかにすることは必要不可欠

である．

2.3 現在のインフラ情勢

本節では，アジアを中心にインフラ情勢について考察を行う．グローバル化が

急速に浸透した現代社会において，特に発展途上国の多いアジア圏においては

かなりのインフラ需要が存在する．我が国の国土計画 1)においても戦略的目標と

して「シームレスアジアの形成」が掲げられ，有効な政策の連携や制度設計が期

待されている．

シームレスアジアとは，「世界水準の環境に優しいインフラ・ネットワークで結

びついている統合された地域」と定義される 10)．現在，国土形成計画にてシーム
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レスアジアの形成が戦略的目標として掲げられているように，アジア地域の持

続的な経済発展を支えるためのネットワークづくりが求められている．小野ら 11)

は現在のアジア地域について分析し，アジア地域の経済の相互依存性は EU経済

に近づきつつある一方で，インフラストラクチャーの整備水準が先進国水準から

大きく遅れていることを指摘した．その上で，アジア各国が共有する交通政策

の必要性について論じた．また，アジア開発銀行/アジア開発銀行研究所 10)は，Ｅ

Ｕや南米の経験を活かし，シームレスアジアの創設に向けて PAIF（汎アジア・イ

ンフラ・フォーラム）の設立や資金調達のメカニズムとして AIF（アジア・インフ

ラ・ファンド）の設立が必要だとした．このように，アジア地域における国際交通

インフラによるネットワーク構築が非常に望まれている．

また，インフラ需要はネットワーク形成への期待から来るものだけでなく，効

率的な産業立地の形成からも生じている．例えば，アグロメレーション理論 12)で

は，インフラ整備状況が産業立地に影響を与え，経済活動の地理的な集中によ

る効率性向上，つまり産業集積を生じやすくさせることが出来る．東アジアに

おいても明確な集積が発展しつつあり 13)，今後の進展が期待される．

しかしながら，アジア圏には EUのように地域全域をガバナンスするシステム

が存在しない．現段階では，国家間もしくは多国間交渉・協議によって政策協調

を行っていく必要がある．そこで，本研究では国家の国土政策の最上位計画であ

る 国土計画を 用い た政策調整について分析を行う．特に政策調整が難しい利害

が対立している経済環境を想定し，産業集積を巡ったインフラ整備競争問題につ

いて定式化する．コミットメントとしての国土計画が社会状態に対してどのよう

に影響を与えているかを明らかにすることで，政策的示唆を得ることが本研究

の目的である．

2.4 インフラの分権的整備問題

グローバル化が進んだ現代社会においては，インフラ政策の連携が必要とさ

れているが実際にそれを整備する際に問題が生じることがある．例えばインフ

ラストラクチャーには，地域や国家を跨いで便益を与えるものが存在する．この

ように，ある経済空間を越えて便益を生じさせる効果を，越境スピルオーバー

効果と呼ぶ．越境スピルオーバー効果を持つインフラ整備にあたっては，分権的
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に整備されることによる非効率性に注意しなければならない．

このようなインフラの分権整備問題を取り扱った研究は多くはないが，地域交

通インフラの分権的整備問題に関するものが存在する．地域交通インフラが都

市・地域に与える影響については過去多くの蓄積があり 16)，そのほとんどでは地

域交通インフラの効果は財の輸送費用の減少効果とされ，一般均衡モデルを用

いた分析が為されてきた．しかしながら，分権的整備問題を取り扱った研究に関

しては数えるほどしかない．Fukuyama and Tamura 17)は 2地域 2財の一般均衡モデル

を用いて，地方政府の地域交通インフラ整備の制度設計について分析を行った．

ま た ，Bond 18)は 国 際 交 通 イ ン フ ラ の 分 権 的 整 備 問 題 を 対 象 に ，貿 易 自 由 化 が 政

府のインフラ整備のインセンティブにどのような影響を与えるかについて分析

を行った．そして，Mun and Nakagawa 19)は国際交通インフラ整備問題について，補

助金や助成金の制度の違いによるパレート効率性の改善可能性について分析を

行った．いずれの研究においても，分権的に意思決定が為されることによって非

効率性が生じるような経済環境が想定されている．

越境スピルオーバー効果を持った地方公共財の分権的整備問題を取り扱った研

究も少ないながら存在する．Cremer 20)は二地域間で非排除性を持つ公共財の分権

的 整 備 問 題 を 定 式 化 し ，補 助 金 政 策 の パ レ ー ト 改 善 可 能 性 に つ い て 分 析 を 行っ

た．貝山 21)は人口移動が可能な経済環境を想定し，便益がスピルオーバーする公

共財の戦略的供給問題について分析を行っている．福山・小林 22)は二地域に対し

て二種類の公共財が存在する場合の地方公共財の分担供給について，分権的整

備によって非効率な均衡が生じうることを示し，コーディネーション補助金システ

ムと呼ばれる補助金制度によって社会的最適解が実現可能であることを示した．

本研究では，インフラが産業集積を促す効果を持っており，それによって便益が

スピルオーバーするような経済環境を想定している．正の便益がスピルオーバー

する意味では，既存のインフラ分権的整備モデルに似ているが，利害が対立し

ている状況を想定している点で異なっている．また，既存のインフラの分権整備

問題に関する多くの研究では効率的なインフラ整備を目指した制度設計を主眼

としているものが多いが，本研究では国土計画による均衡変化の主眼としてい

る．このように，本研究の着眼点は既往のインフラ分権整備問題と異なっており，

インフラ分権的整備問題を取り扱うという点では新規性があると言える．
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2.5 コミットメントゲーム

本研究では国土計画をコミットメントと捉え，政策調整可能性について分析を

行うが，コミットメント従来どのように分析されてきたのだろうか．本研究にお

けるコミットメントとは，「公約」のことを指す．つまり，実行される信頼が存在す

るものである．金融政策における時間不整合問題 24)を始めとし，て様々な背景に

おいてコミットメントの研究がなされてきた．本研究で取り扱うコミットメント

は交渉ゲームでの commitment game 23)におけるコミットメントである．交渉を行う

前に，もしくは交渉中にコミットメントを行い，それを破棄した場合にペナルティ

が発生する，というものである．これは Schelling 25)によって初めて言及され，交渉

に際しコミットメントがどのような役割を持っていて，いかにして交渉成果に結

びつくかについて示された．現在までにも多くの研究が蓄積されており，例えば

Crawford 26)が不確実性を導入した場合について定式化して分析し，Muthoo 27)はコ

ミットメントが交渉結果に与える影響についてより一般的な形式で分析を行った．

Schelling 25)は，国際交渉の場における政府の公的発言もコミットメントであると

した．これは，公の声明を出すことで譲歩を許さない世論を意図的に形成し，そ

れを交渉上の立場とすることが可能だからである．この場合は，強気な態度を

取ることでコミットメントを破棄した場合の信頼の失墜の大きさを，高いコミッ

トメント強度として利用しているのである．

従来，このコミットメントの概念は交渉ゲームに用いられてきたが，法的拘束

力がないのも 関わ らず，政策調整可能性があると考えられる国土計画の特性を

表すのには最適な概念だと考えられる．Schellingが示唆したように，国際的に発

表される公的声明にはコミットメント・ペナルティが存在すると言える．グローバ

ル化が進んだ 社会 における国土計画は国内の利害関係者だけではなく，世界各

国に向けて発信されるため，国際的な公的声明と言える．特に産業集積を巡る

インフラ整備競争のような利害が対立している場合においては，国土計画のコ

ミットメント・ペナルティによって，戦略的に優位な立場に立とうとしていると考

えられる．

本研究では産業集積を巡るインフラ整備競争問題に関して，コミットメント・

ペナルティが考慮された国土計画が社会状態へ及ぼす影響について分析する．こ

のようなコミットメントが持つ政策調整可能性について，ゲーム理論的な均衡分
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析を行うことで，政策的示唆を得る．
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第3章 インフラ国際的分権整備モデル

3.1 モデル化の前提条件

今，同質的な二国が産業集積を巡り，インフラストラクチャーの整備を国際分

権的に行っているような経済環境を考える．この経済環境には A国と B国の二国

だけが存在しており，それぞれの国には政府と家計が存在している．また，初期

時点ではどちらの国にも属しない，グローバル企業もプレイヤーとして存在す

る．また，両国政府はインフラを拡充整備することが可能で，これはグローバル

企業の生産活動に影響を与える．

i国 (i ∈ {A,B})政府は，自国家計の効用を最大化するようにインフラを拡充整

備するかどうかを決定する．i国のインフラの整備状況を gi ∈ {0, 1}と表す．giは 0

のとき i国インフラが拡充整備されていないことを示し，1のとき拡充整備され

ていることを示すダミー変数である．両国政府は同時に，かつグローバル企業

に先駆けて意思決定を行わなければならない．

グローバル企業は，財を生産し，各国家計と取引を行うことで利潤を得るが，

財を生産する前に生産拠点となる国を選択する．ただし，インフラが拡充整備さ

れているかどうかによって生産効率が決まり，それによってのみ最終的な利潤の大

きさが決定される．グローバル企業が i国で生産活動を行った場合の利潤を πi(gi)

とする．このとき πi(1) > πi(0)とする．すなわち，インフラが拡充整備されている

場合の方が生産効率が良く，より高い利潤を得ることが出来る．グローバル企業

は仮定より，インフラが拡充整備されている国を生産拠点として選好するが，両

国が同条件の場合，つまり gi = gj = 0または gi = gj = 1の場合は無差別に，つまり

1/2ずつの確率でどちらかの国を選択して生産活動を行う．ただし，j ∈ {A,B}は

j ̸= iである．グローバル企業は，政府の意思決定を観察してから生産拠点を決

定することが出来る．

i国家計はグローバル企業と経済取引を行うことで利得を得る．グローバル企

業の生産拠点となる国を k ∈ {A,B}としたとき，gk = 1ならば，高い生産効率によ

り，安い価格で取引を行えるため利得 R > 0を得る．一方，gk = 0の場合は，生産
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効率が低い状態のグローバル企業と取引を行わなければならないため，利得 0を

得る．また，外国のグローバル企業と取引を行う場合は交通費用として，t > 0を

要する．また，自国のインフラが整備された場合は，家計当たりの整備費用とし

て p > 0が発生する．ただし，交通費用よりもインフラ整備費用の方が小さいと

して，t > pとする．また，インフラ整備国において生産活動を行うグローバル企

業との取り引きによって得られる利得が，交通費用・インフラ整備費用よりも大

きいとして，R > t, pとする．

以上のように定義されたモデルを，インフラ国際的分権整備モデルと呼び，こ

のゲームをゲームGとする．

3.1.1 家計の行動

家計は必ず経済取引を行うので，意思決定は行っていない．i国家計の効用関数

を ui(gi, gj)とすると，以下のように定式化される．

ui(gi, gj) = R − p − 1
2
t if gi = 1, gj = 1

= R − p if gi = 1, gj = 0

= R − t if gi = 0, gj = 1

= −1
2
t if gi = 0, gj = 0 (3.1)

上記のように，グローバル企業の生産拠点はどちらかの国が拡充整備を行ってい

る場合はその国になるが，両国ともに拡充整備を行っている場合は無差別に生産

拠点が選択されるため，1/2の確率で外国の立地するグローバル企業と取引を行

わなければならず，交通費用の期待値 1/2tが生じることになる．

3.1.2 政府の行動

家計とグローバル企業の行動を元に，政府は家計の効用を最大化しようとし

て，インフラ拡充整備を行うかどうかを決定する．すなわち，i国政府の目的関

数は以下のようになる．

max
gi

ui(gi, gj) (3.2)

また，政府が直面している問題を利得表で表すと表-3.1のようになる．
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1 0

1 (R − p − 1
2 t, R − p − 1

2 t) (R − p,R − t)

0 (R − t, R − p) (−1
2 t,−1

2 t)

表–3.1 ゲームGの利得表

3.2 均衡解

まずは，それぞれが均衡となる条件について分析する．ただし，R > t > p > 0を

仮定していることに注意をして分析を行う．

1. Case 1.1. (1, 1)が均衡解となる場合

(1, 1)が均衡解となる条件を考える．この場合，条件は以下のように定式化

される．

(R − p − 1
2
t) − (R − t) > 0 (3.3)

すなわち，

p <
1
2
t (3.4)

を満たすとき，(1, 1)は均衡解となる．

2. Case 1.2. (1, 0), (0, 1)が均衡解となる場合

対称性より，(1, 0)が均衡解となる場合，同時に (0, 1)も均衡解となり，複数均

衡が生じる．また，そのときの条件は，

(R − t) − (R − p − 1
2
t) > 0 (3.5)

(R − p) − (−1
2
t) > 0 (3.6)

である．すなわち，

1
2
t < p <

1
2
t + R (3.7)

を満たすとき，(1, 0), (0, 1)は均衡となり，複数均衡が生じる．
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3. Case 1.3. (0, 0)が均衡解となる場合

この場合の均衡条件は，

(−1
2
t) − (R − p) > 0 (3.8)

である．すなわち，

1
2
t + R < p (3.9)

を満たすとき，(0, 0)が均衡解となる．しかし，R > pより，式-(3.9)は成立しな

いので，(0, 0)は均衡になり得ない．

以上より，各均衡解の均衡条件をまとめると図-3.1のようになる．

図–3.1 各均衡解の均衡条件

ここで，混合戦略によるナッシュ均衡とそのときの期待利得を求める．今，i国

政府が gi = 1とする確率を θi，i国政府の期待利得を ui(θi, θj)とすると，混合戦略に

よる均衡の条件は以下のようになる．

ui(1, θj) = ui(0, θj)

⇔ θj(R − p − 1
2
t) + (1 − θj)(R − p) = θj(R − t) + (1 − θj)(−

1
2
t) (3.10)

すなわち，均衡時の混合戦略は以下のようになる．

(θA, θB) = (1 −
p − 1

2 t

R
, 1 −

p − 1
2 t

R
)

= (1 − γ, 1 − γ) (3.11)

ただし，γ = p− 1
2
t

R であり，この式が成り立つのは 1
2 t < pの場合，つまり複数均衡が

生じるCase 1.2.のみである．また，1
2 t < pのとき，0 < γ < 1を満たす．さらに，この
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場合の期待利得について求めると，

ui(γ, γ) = R − p − (1 − γ)
1
2
t (3.12)

となる．

すなわち，インフラ整備費用 pが十分に小さい場合は両国共にインフラ拡充整

備を行うが，十分に大きい場合はどちらか一方の国のみがインフラ拡充整備を

行う．しかしながら，どちらか一方の国がインフラ拡充整備を行う場合，どちら

の国が行うのかは分からないため，両国政府は戦略的不確実性の下で意思決定

を行わなければならない．その場合，混合戦略によって確率的に戦略を選択する

可能性がある．

3.3 社会的最適解

社会的最適解と現実に達成される均衡解の関係について分析を行う．社会厚生

関数W を以下のように定義する．

W (gA, gB) = uA(gA, gB) + uB(gB, gA) (3.13)

このとき，社会厚生は以下の二通りのみが存在する．

W (1, 1) = 2R − 2p − t (3.14)

W (1, 0) = W (0, 1) = 2R − p − t (3.15)

W (1, 1) < W (1, 0)より，Case 1.2.のみが社会的最適解となる．しかしながら，Case 1.2.

では複数均衡が生じているため，戦略的不確実性の下で意思決定を行わなけれ

ばならない．両国が混合戦略を均衡戦略として採用した場合の社会厚生は以下

のようになる．

W (θA, θB) = 2R − 2p − (1 − γ)t (3.16)

Case 1.1.の場合よりは社会厚生が改善されているが，W (1, 0)よりは小さい値となっ

ている．すなわち，複数均衡が生じた場合に混合戦略が採用された場合，社会的

最適解は達成出来ないということになる．
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第4章 国土計画によるコミットメントゲーム

4.1 モデル化の前提条件

第 3章にて定式化したインフラ国際的分権整備モデルについて，コミットメン

トとしての国土計画を導入して分析を行う．これは，国土計画のコミットメント

としての機能を分析し，均衡解への影響を分析するためのものである．以下の

分析では，Muthoo 27)の commitment gameにおけるコミットメントとして，国土計画

を取り扱う．すなわち，コミットメントに沿わない行動を取った場合，それに応じ

てペナルティが発生する．

各国政府は，ゲームGを行う前に両国同時に国土計画を発表する．i国政府の国

土計画をmi ∈ {0, 1}とする．miはこの後のゲームにおいて，インフラを拡充整備

するかどうかのコミットメントを示している．すなわち，mi = 0は拡充整備しな

いことを表し，mi = 1は拡充整備することを表す．国土計画の公表自体には費用

は生じないが，国土計画の内容と実際のインフラ政策が乖離した場合に費用が

生じる．これを不信費用と呼び，i国政府の不信費用は以下のように定義される．

i国政府の不信費用 = 0 if mi = gi

= ci if mi ̸= gi (4.1)

不信費用は，政府が公約を放棄したことによって家計や企業が政府を信頼しなく

なることから国家に生じる経済損失であり，ci > 0である．そのため，国土計画通

りに政策を実行した場合は不信費用は生じない．また，不信費用は政府毎に設

定されており，コミットメントの強度を表すパラメータとなっている．不信費用に

ついては，cA > cB であることを仮定する．

以下では，ゲームGにコミットメントとしての国土計画を公表する手番を加え

たゲーム，国土計画によるコミットメントゲームG′の分析を行う．
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4.2 均衡解

ここでは，コミットメントゲームG′で生じうる均衡について，まずは国土計画

を所与としてそれぞれの場合について均衡条件を求める．

1. Case 2.1. mA = 1,mB = 1の場合

mA = 1,mB = 1の場合，利得表は表-4.1のようになる．

1 0

1 (R − p − 1
2 t, R − p − 1

2 t) (R − p,R − t − cB)

0 (R − t − cA, R − p) (−1
2 t − cA,−1

2 t − cB)

表–4.1 mA = 1,mB = 1の場合の利得表

では，各均衡について均衡条件を求める．

(a) Case 2.1.a. (1, 1)が均衡解となる場合

(1, 1)が均衡解となる条件を考える．この場合，条件は以下のように定式

化される．

(R − p − 1
2
t) − (R − t − cA) > 0 (4.2)

(R − p − 1
2
t) − (R − t − cB) > 0 (4.3)

すなわち，

　 p <
1
2
t + cA (4.4)

p <
1
2
t + cB　 (4.5)

　を満たすとき，(1, 1)は均衡解となる．　　

(b) Case 2.1.b. (1, 0), (0, 1)が均衡解となる場合

　　 (1, 0)が均衡解となる条件は，

(R − p) − (−1
2
t − cA) > 0 (4.6)

(R − t − cB) − (R − p − 1
2
t) > 0 (4.7)
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である．すなわち，

p <
1
2
t + R + cA (4.8)

p >
1
2
t + cB (4.9)

を満たすとき，(1, 0)は均衡となる．同様に，(0, 1)の均衡条件も求めると，

以下のようになる．

p <
1
2
t + R + cB (4.10)

p >
1
2
t + cA (4.11)

(c) Case 2.1.c. (0, 0)が均衡解となる場合

この場合の均衡条件は，

(−1
2
t − cA) − (R − p) > 0 (4.12)

(−1
2
t − cB) − (R − p) > 0 (4.13)

である．すなわち，

p >
1
2
t + R + cA (4.14)

p >
1
2
t + R + cB (4.15)

を満たすとき，(0, 0)が均衡解となる．ただし，R > pより式-(4.14)，式-(4.15)

が成立することはないため，(0, 0)が達成されることはない．

以上より，各均衡解の均衡条件をまとめると図-4.1，図-4.2のようになる．

図–4.1 mA = 1,mB = 1のときの均衡条件（cA − cB < R）
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図–4.2 mA = 1,mB = 1のときの均衡条件（cA − cB > R）

コミットメント強度の高い A国に対して有利な均衡が生じやすくなって

いるのが分かる．特に不信費用の差が大きく，インフラ整備費用も大き

い場合は複数均衡は生じず，全て (1, 0)が達成される．

ここで，Case 2.1.における，混合戦略による均衡とそのときの期待利得につ

いて求める．

今，i国政府が gi = 1とする確率を θi
11，i国政府の期待利得を ui(θi

11, θj
11)とす

ると，混合戦略による均衡の条件は以下のようになる．

ui(1, θj
11) = ui(0, θj

11)

⇔ θj
11(R − p − 1

2
t) + (1 − θj

11)(R − p) = θj
11(R − t − ci) + (1 − θj

11)(−1
2
t − ci)

(4.16)

すなわち，混合戦略における均衡は以下のようになる．

(θA
11, θB

11) = (1 −
p − 1

2 t − cB

R
, 1 −

p − 1
2 t − cA

R
)

= (1 − δB, 1 − δA) (4.17)

ただし，δi = p− 1
2
t−ci

R であり，この式が成り立つのは p < 1
2 t + R + cA, 1

2 t + R + cBか

つ，p > 1
2 t + cA, 1

2 t + cB の場合のみである．また，
1
2 t + ci < p < 1

2 t + R + ciに pが存

在するとき，0 < δi < 1を満たす．さらに，この場合の期待利得について求め

ると，

ui
11 = ui(θi

11, θj
11) = R − p − (1 − δi)

1
2
t (4.18)

となる．
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2. Case 2.2. mA = 1,mB = 0の場合

mA = 1,mB = 0の場合，利得表は表-4.2のようになる．

1 0

1 (R − p − 1
2 t, R − p − 1

2 t − cB) (R − p,R − t)

0 (R − t − cA, R − p − cB) (−1
2 t − cA,−1

2 t)

表–4.2 mA = 1,mB = 0の場合の利得表

(a) Case 2.2.a. (1, 1)が均衡解となる場合

(1, 1)が均衡解となる条件を考える．この場合，条件は以下のように定式

化される．

(R − p − 1
2
t) − (R − t − cA) > 0 (4.19)

(R − p − 1
2
t − cB) − (R − t) > 0 (4.20)

すなわち，

　 p <
1
2
t + cA (4.21)

p <
1
2
t − cB　 (4.22)

　を満たすとき，(1, 1)は均衡解となる．　　

(b) Case 2.2.b. (1, 0), (0, 1)が均衡解となる場合

　　 (1, 0)が均衡解となる条件は，

(R − p) − (−1
2
t − cA) > 0 (4.23)

(R − t) − (R − p − 1
2
t − cB) > 0 (4.24)

である．すなわち，

p <
1
2
t + R + cA (4.25)

p >
1
2
t − cB (4.26)
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を満たすとき，(1, 0)は均衡となる．同様に，(0, 1)の均衡条件も求めると，

以下のようになる．

p <
1
2
t + R − cB (4.27)

p >
1
2
t + cA (4.28)

(c) Case 2.2.c. (0, 0)が均衡解となる場合

この場合の均衡条件は，

(−1
2
t − cA) − (R − p) > 0 (4.29)

(−1
2
t) − (R − p − cB) > 0 (4.30)

である．すなわち，

p >
1
2
t + R + cA (4.31)

p >
1
2
t + R − cB (4.32)

を満たすとき，(0, 0)が均衡解となる．ただし，式-4.31はR > pが成立しな

いため，(0, 0)が達成されることはない．

以上より，各均衡解の均衡条件をまとめると，図-4.3，図-4.4のようになる．

図–4.3 mA = 1,mB = 0のときの均衡条件（cA + cB < R）

Case 2.1.の場合と比較すると，境界値が変化したことにより，コミットメ

ントに対応した均衡解が達成されやすくなっているのが分かる．

Case 2.1.の場合と同様に，複数均衡が生じる場合における混合戦略による均

衡とそのときの期待利得について求める．
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図–4.4 mA = 1,mB = 0のときの均衡条件（cA + cB > R）

i国政府が gi = 1とする確率を θi
10，とすると，混合戦略による均衡の条件は

以下のようになる．

uA(1, θB
10) = uA(0, θB

10)

⇔ θB
10(R − p − 1

2
t) + (1 − θB

10)(R − p) = θB
10(R − t − cA) + (1 − θB

11)(−1
2
t − cA)

(4.33)

uB(1, θA
10) = uB(0, θA

10)

⇔ θA
10(R − p − 1

2
t − cB) + (1 − θA

10)(R − p − cB) = θA
10(R − t) + (1 − θB

10)(−1
2
t) (4.34)

すなわち，混合戦略におけるナッシュ均衡は以下のようになる．

(θA
10, θB

10) = (1 −
p − 1

2 t + cB

R
, 1 −

p − 1
2 t − cA

R
)

= (1 − ϵB, 1 − δA) (4.35)

ただし，ϵi = p− 1
2
t+ci

R である．また，1
2 t − ci < p < 1

2 t + R − ciに pが存在するとき，

0 < ϵi < 1を満たす．この場合の期待利得について求めると，

uA
10 = uA(θA

10, θB
10) = R − p − (1 − δA)

1
2
t (4.36)

uB
10 = uB(θB

10, θA
10) = R − p − (1 − ϵB)

1
2
t − cB (4.37)

となる．

3. Case 2.3. mA = 0,mB = 0の場合

mA = 0,mB = 0の場合，利得表は表-4.3のようになる．

(a) Case 2.3.a. (1, 1)が均衡解となる場合
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1 0

1 (R − p − 1
2 t − cA, R − p − 1

2 t − cB) (R − p − cA, R − t)

0 (R − t, R − p − cB) (−1
2 t,−1

2 t)

表–4.3 mA = 0,mB = 0の場合の利得表

(1, 1)が均衡解となる条件を考える．この場合，条件は以下のように定式

化される．

(R − p − 1
2
t − cA) − (R − t) > 0 (4.38)

(R − p − 1
2
t − cB) − (R − t) > 0 (4.39)

すなわち，

　 p <
1
2
t − cA (4.40)

p <
1
2
t − cB　 (4.41)

　を満たすとき，(1, 1)は均衡解となる．　　

(b) Case 2.3.b. (1, 0), (0, 1)が均衡解となる場合

　　 (1, 0)が均衡解となる条件は，

(R − p − cA) − (−1
2
t) > 0 (4.42)

(R − t) − (R − p − 1
2
t − cB) > 0 (4.43)

である．すなわち，

p <
1
2
t + R − cA (4.44)

p >
1
2
t − cB (4.45)

を満たすとき，(1, 0)は均衡となる．同様に，(0, 1)の均衡条件も求めると，

以下のようになる．

p <
1
2
t + R − cB (4.46)

p >
1
2
t − cA (4.47)
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(c) Case 2.3.c. (0, 0)が均衡解となる場合

この場合の均衡条件は，

(−1
2
t) − (R − p − cA) > 0 (4.48)

(−1
2
t) − (R − p − cB) > 0 (4.49)

である．すなわち，

p >
1
2
t + R − cA (4.50)

p >
1
2
t + R − cB (4.51)

を満たすとき，(0, 0)が均衡解となる．

以上より，各均衡解の均衡条件をまとめると図-4.5，図-4.6のようになる．

図–4.5 mA = 0,mB = 0のときの均衡条件（cA − cB < R）

図–4.6 mA = 0,mB = 0のときの均衡条件（cA − cB > R）

A国政府の高いコミットメント強度により，A国がインフラ整備しないよ

うな均衡解が達成されやすくなっていることが分かる．また，Case 2.3.に

おいてのみ (0, 0)が達成される可能性が存在する．
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複数均衡が生じる場合における混合戦略による均衡とそのときの期待利得

について求める．

i国政府が gi = 1とする確率を θi
00，とすると，混合戦略による均衡の条件は

以下のようになる．

ui(1, θj
00) = ui(0, θj

00)

⇔ θi
00(R − p − 1

2
t − ci) + (1 − θj

00)(R − p − ci) = θj
00(R − t) + (1 − θj

00)(−1
2
t)(4.52)

すなわち，混合戦略におけるナッシュ均衡は以下のようになる．

(θA
00, θB

00) = (1 −
p − 1

2 t − cB

R
, 1 −

p − 1
2 t − cA

R
)

= (1 − ϵB, 1 − ϵA) (4.53)

この場合の期待利得について求めると，

ui
00 = ui(θi

00, θj
00) = R − p − (1 − ϵi)

1
2
t − ci (4.54)

となる．

以上より，ゲームG′の均衡を求める．ただし，(mA,mB)を所与としたとき，後に

実際にインフラを整備する手番において複数均衡が生じる場合は，両国政府は

混合戦略を用いてプレイするものとする．これは政府が複数均衡問題から生じ

る戦略的不確実性によって，戦略を確率的にしか選択せざるを得ない状況を再現

している．以下，pに関する 1
2 t± ci,

1
2 t + R− ciと

1
2 tの 7つの境界条件の大小関係を元

に場合分けを行い，均衡解を求める．

1. Case 3.1. cA + cB < Rかつ 2cA < Rの場合

この場合は 1
2 t + cA < 1

2 t＋ R − cB かつ
1
2 t + cA < 1

2 t + R − cA の場合である．全て

の場合の均衡について考えると，図-4.7のように均衡が達成される．図中の

(·) → (·)という表現は，上の (·)は (mA,mB)を，下の (·)は基本的には (gA, gB)を表

しており（ただし，混合戦略が均衡戦略として採用される場合のみは実行

する確率の組み合わせを表している），ゲームG′において達成される均衡を

示している．また，条件 αiは以下のような条件であり，図中では各条件を満
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たしていることを示している．

条件 αi： {R − p − (1 − δi)
1
2
t} − {R − t} > 0

⇔ p < (1 + δi)
1
2
t (4.55)

一方，条件 ᾱiとはそれぞれの条件を満たしていないことを示している．条件

αiは i国政府にとって「j国のみにインフラ整備させて交通費用を負担するよ

りも，両国共にインフラ整備するとコミットし，混合戦略を採用した方が良

い」条件を表しており，δA < δB より，条件 αA ⇒ αB となっている，この包含関

係は，A国政府の不信費用が大きいことで，混合戦略を採用した際のコミッ

トメント・ペナルティを破るリスクが大きいことを示している．

図–4.7 cA + cB < Rのときの均衡条件（2cA < R）

この場合は不信費用の和 cA + cB がそれほど大きくない場合である．そのた

め，コミットメント強度の大きいA国政府も自国に有利な均衡 (1, 0)が達成し

づらい状態になっている．インフラ整備費用 pが十分大きい場合，条件 αi に

よって均衡が変化するが，十分に ciが大きいとき（条件 αiが満たされるとき）

に，お互いにインフラ整備を進めようとした結果，どちらがインフラ整備
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して良いか判断出来ず，混合戦略が採用される (1, 1) → (θA
11, θB

11)が生じる構

造になっている．

2. Case 3.2. cA + cB < RかつR < 2cAの場合

これは 1
2 t + cA < 1

2 t＋ R − cB かつ
1
2 t + cA > 1

2 t + R − cAの場合であるが，Case 3.1.

と同様に全ての場合の均衡について考えると図-4.8のようになる．

図–4.8 cA + cB < Rのときの均衡条件（2cA > R）

1
2 t + R − cA < p < 1

2 t + cA に関する境界条件の部分が (1, 0) → (1, 0)となり，cA が

Case 3.1.と比較して大きいことによって A国に有利な均衡 (1, 0)が達成しやす

くなっていることが分かる．しかし以前として，インフラ整備費用がある程

度大きくなる場合では，混合戦略による均衡や A国に不利な均衡が生じや

すくなっている．
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3. Case 3.3. cA − cB < R < cA + cB かつR > 2cB の場合

今，1
2 t − cB < 1

2 t + R − cAかつ
1
2 t＋ R − cB < 1

2 t + cAかつ
1
2 t + cB < 1

2 t + R − cB の場

合について均衡解を求める．これは不信費用の差はそれほど大きくないが，

不信費用の和が大きい場合のうち，比較的 cB が小さい場合である．

(a) Case 3.3.a. R < cAの場合

1
2 t + R < 1

2 t + cAの場合の均衡解は図-4.9のようになる．

図–4.9 cA − cB < R < cA + cB のときの均衡条件（2cB < R < cA）

十分にインフラ整備費用が大きいときには A国に優位な (1, 0)が生じる．

cAと cB の和がインフラ拡充整備による経済効果 Rよりもある程度大き

く，A国政府のコミットメント強度が高いため，A国にとって優位な均衡

を達成することが可能になる．

(b) Case 3.3.b. R > cAの場合

1
2 t + R > 1

2 t + cAの場合の均衡解は図-4.10のようになる．

Case 3.3.a.に比べると，A国政府のコミットメント強度が高くはないため，

条件 αi次第で (1, 1) → (θA
11, θB

11)等の均衡が生じる均衡条件になっている．
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図–4.10 cA − cB < R < cA + cB のときの均衡条件（2cB, cA < R）
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4. Case 3.4. cA − cB < R < cA + cB かつR < 2cB の場合

1
2 t − cB < 1

2 t + R − cAかつ
1
2 t＋ R − cB < 1

2 t + cAかつ
1
2 t + R − cB < 1

2 t + cB の場合に

ついて均衡解を求める．Case 3.3.に比べて，cB が大きい場合である．

(a) Case 3.4.a. R < cB の場合

1
2 t + R < 1

2 t + cB の場合の均衡解は図-4.11のようになる．

図–4.11 cA − cB < R < cA + cB のときの均衡条件（R < 2cB, cB）

cB, cAが共に大きいため，図-3.1のような均衡条件を得た．

(b) Case 3.4.b. cB < R < cAの場合

1
2 t + R − cA < 1

2 tの場合の均衡解は図-4.12のようになる．

図–4.12 cA − cB < R < cA + cB のときの均衡条件（cB < R < 2cB, cA）

cAが十分大きいため，Case 3.3.a.と同じ均衡条件が得られた．

(c) Case 3.4.c. R > cAの場合
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1
2 t + R − cA > 1

2 tの場合の均衡解は図-4.13のようになる．

図–4.13 cA − cB < R < cA + cB のときの均衡条件（cB, cA < R < 2cB）

Cse 3.3.b.と同じ均衡状態である．
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5. Case 3.5. R < cA − cB かつR > 2cB の場合

1
2 t + R − cA < 1

2 t − cB かつ
1
2 t + cB < 1

2 t + R − cB の場合である．これは不信費用の

差が大きく，cBが比較的小さい場合である．この場合について均衡解を求め

ると，図-4.14のようになる．

図–4.14 R < cA − cB のときの均衡条件（R > 2cB）

不信費用の差が大きいため，Case 3.3.a., Case 3.4.b.と同じように (1, 0)が生じや

すくなっている．

6. Case 3.6. R < cA − cB かつR < 2cB の場合

1
2 t + R − cA < 1

2 t − cB かつ
1
2 t + cB < 1

2 t + R − cB の場合について均衡解を求める．

これは，不信費用の差が大きい場合でも，cB が大きい場合である．

(a) Case 3.6.a. R < cB の場合

1
2 t + R < 1

2 t + cB の場合は，図-4.15のように均衡条件が得られる．

これは図-3.1と同じような均衡条件になっているように捉えることが出

来る．

(b) Case 3.6.b. cB < Rの場合

1
2 t + cB < 1

2 t + Rの場合は，図-4.16のように均衡条件が得られる．

ここでは，B国のコミットメント強度がある程度小さいため，インフラ

整備費用が大きければ (1, 0)が生じやすい均衡条件となっている．
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図–4.15 R < cA − cB のときの均衡条件（R < cB, 2cB）

図–4.16 R < cA − cB のときの均衡条件（cB < R < 2cB）
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以上より，ゲームG′の均衡解条件を cA, cBを軸としてグラフにまとめると図-4.17

のようになる．

図–4.17 ゲームG′の ciに関する均衡条件

図中のマル付数字はグラフの領域（同色部分）を表している．同色領域内部は

均衡条件が同じ領域を示す．以下に，グラフの領域について最も簡潔な条件にて

示す．ただし，全領域について cA, cB > 0と cA > cB が成立しているため，これに関

する記述は割愛する．

領域１： cA <
1
2
R (4.56)

領域２：
1
2
R < cA and cA + cB < R (4.57)

領域３： cA < R and cA + cB > R (4.58)

領域４： cB < R < cA (4.59)

領域５： R < cB (4.60)
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また，各領域の均衡条件としては，領域１が図-4.7，領域２が図-4.8，領域３が図-4.10，

領域４が図-4.9，領域５が図-4.15となっている．

4.3 分析結果

コミットメントゲームG′の全ての均衡条件を導くことが出来た．以下に，分析

結果から得られた知見を元に政策的示唆を述べる．

4.3.1 整備費用と均衡解

整備費用 pに関して，各均衡条件を比較することにより，整備費用と均衡解条

件の関係性について考察する．

整備費用が両国のインフラ整備状態が同じ場合に要する期待交通費用 1
2 tより

小さい場合は，如何なる場合でもインフラ整備を行う戦略を計画し，両国共に

インフラ整備を行う．これは国土計画のコミットメント強度に左右されることは

ない．これは，相手国のみにインフラ整備を行わせた場合よりも両国共にイン

フラ整備を行った方が得られる利得が大きいためである．インフラ整備費用が小

さいために，両国共にインフラ整備を行って整備費用が無駄になる損失が小さい

のである．そのため，この場合は国土計画は機能しない．また 1
2 t < p < 1

2 t + cB の

領域では，(1, 0) → (1, 0)と (0, 1) → (0, 1)の複数均衡が生じ，1
2 t + cB < p < 1

2 t + cAの領

域では (1, 0) → (1, 0)の均衡が生じる．これらもコミットメント強度に左右されるこ

とはない．（cA > Rの場合は，p < tの条件によって境界値である 1
2 t + cAに関する条

件がなくなるが実質的に同じ条件である．）前者の均衡は国土計画を導入してい

ないゲームと同様の結果であるが，後者の単一の (1, 0)均衡は明らかにゲーム G

にはない均衡であり，国土計画のコミットメント・ペナルティが上手く機能してい

ると言える．1
2 t + ciは，交通費用に加え，コミットメント・ペナルティを負担するこ

とが i国政府にとって（両国インフラ整備時と比較して）望ましいかどうかを決

める閾値である．コミットメント強度の低い B国は，A国が不信費用を負担出来

ない段階で，不信費用を負担することが出来るようになる．そのため，インフラ

整備の役割を A国に譲らざるを得なくなるである．逆にどちらの閾値も越えて

いない前者の均衡では，両者共にインフラ整備計画を策定した場合は共にイン
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フラ整備の役 割を 譲ることはなく，同じ条件で均衡の達成を行うことが出来る

ために複数均衡が生じる．

一方，1
2 t + cAよりもインフラ整備費用が大きくなると，両国政府ともに交通費

用とコミットメント・ペナルティの負担が可能になる．そのため，両国共にインフ

ラ整備計画を策定する均衡や，複数均衡が生じる．両国インフラ整備計画策定均

衡 (1, 1) → (θA
11, θB

11)と複数均衡や単一の (0, 1) → (0, 1)均衡を分けるのは条件 αi，つ

まり両者が混合戦略を取った場合の期待利得の条件である．期待利得が大きい場

合は．両国インフラ整備計画策定均衡が達成され，小さい場合は複数均衡解と

なる．ただし，A国政府のコミットメント・強度が高いために，必然的にA国政府

の利得は小さくなるため，それよりもA国政府にとって利得の大きい (0, 1) → (0, 1)

が達成される可能性が存在する．つまり，コミットメント強度が高いが故に，そ

れを受け入れることが出来るようになった場合の損失が大きいのである．

以上から，交通費用とインフラ整備費用，コミットメント・ペナルティの相対的な

大きさが均衡を決定付け，インフラ整備費用が比較的小さい場合は，高いコミッ

トメント強度が上手く機能して優位な均衡を生じさせる．しかし，整備費用が

比較的大きい場合は，コミットメント・ペナルティを受け入れることが出来る故に

その大きさによって自身に不利な均衡が生じうる，という知見が得られた．

4.3.2 不信費用と均衡解

図-4.17に関して，不信費用，すなわちコミットメント・ペナルティと均衡解の関

係性について考察する．

各領域について考える．領域１はA国の不信費用が最も低い場合である．イン

フラ整備による経済効果Rの半分より両国の不信費用が小さい場合，コミットメ

ント・ペナルティを両者ともに受け入れやすくなっているこということである．す

なわち，A国に優位な均衡だけでなく様々な均衡がインフラ整備費用の大小に応

じて生じる可能性がある．

領域２は，領域１と比べて cAは大きいが，それらの和がインフラ経済効果に満

たない場合である．このとき，領域１と同様の理由で整備費用に応じて様々な均

衡が生じる．ただし，両国政府がコミットメント・ペナルティを受け入れることが

出来るようになった際に，領域１に比べて cAが大きいため，期待利得次第ではA
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国に不利な均衡が生じてしまう恐れがある．

領 域 ３ は 領 域 １ ，領 域 ２ と 比 べ て 不 信 費 用 の 総 和 が 大 き い 倍 で あ る ．こ の 場

合，コミットメント・ペナルティは負担しにくくなっているが，以前として不信費

用の負担可能性が存在する．

領域４はA国のコミットメント・ペナルティがインフラ整備経済効果を超えてお

り，かつB国は超えていない領域と，B国も超えているがその差は比較的小さい

領域である．前者の領域は，A国がコミットメント・ペナルティを受け入れること

が 出 来 ず，B 国 に は そ れ が 出 来 る こ と に よって ，A国 に 優 位 な 均 衡 が 生 じ や す く

なっている．

領域５はB国のコミットメント・ペナルティが大きすぎるため，両国共にペナル

ティを負担することが出来ない．そのため，インフラ整備の役割を譲ることはな

く，対称な二つの複数均衡が生じる．

以上から，不信費用，すなわちコミットメント・ペナルティに関しては，それらが

小さい場合はインフラ整備費用に応じて様々均衡が生じうる．また，一方の国の

ペナルティがインフラ整備による経済効果を上回っており，もう片方の国のペナ

ルティが下回っている場合，十分なインフラ整備費用が必要であるときに，コミッ

トメント強度の高い国に対して優位な均衡を達成することが出来る．ただし，両

国のペナルティがインフラ整備経済効果を上回ってしまった場合，どちらかに優位

な均衡が単独で生じることはない．

以上より，以下の命題が得られる．

命題１ ゲーム G′では，以下の条件を満たす場合に，国土計画は必ず政策調整機

能を持つ．

1
2
R < cA

cB < R

p >
1
2
t + cB

p > (1 + δA)
1
2
t
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図-3.1を参照し，p < 1
2 tにおいては (1, 1)以外のインフラ整備状態，1

2 t < pにおいて

は純粋戦略による単一な均衡が達成される場合を，国土計画が政策調整機能を

持つ場合と定義する．また，上記の場合以外では，cA < 1
2Rかつ {1

2 t+cB < p < 1
2 t+cA

または 1
2 t + R− cA < p}かつ p > (1 + δA)1

2 tの場合は，国土計画が政策調整機能を果た

す．国土計画が政策調整機能を持つ場合の達成される均衡を調べると 命題２ が

言える．

命題２ ゲーム G′では，国土計画が政策調整機能を持つとき，社会的最適解が達

成される．

達成される均衡は (1, 0) → (1, 0)または (0, 1) → (0, 1)である．これらは両均衡とも

社会厚生が最大化されているため，社会的最適解である．

命題３ ゲームG′では，以下の条件を満たす場合に，コミットメント強度の大きい

A国に優位な均衡 (1, 0)が唯一の均衡解として実現される．

1
2
t + cB < p <

1
2
t + cA

cB > R

命題３はコミットメント強度が高い国が自身に優位な均衡を達成するための条

件を示している．A国の不信費用の大小によらず，A国にとって優位な均衡が達成

出来る事実が重要である．

4.4 政策的示唆

本研究では分析を通し，命題１，命題２，命題３を得ることが出来た．本節で

はこれらから得られる政策的示唆について考察を行う．

本研究では，コミットメントとしての国土計画が政策調整が可能であることを

示した．（命題１）逆説的この命題を捉えると，コミットメントでなければ国土計

画は政策調整が可能かどうかは分からないということである．すなわち，実行
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可能性につい て検 討されていない政策計画ではなく，国民に対する信頼が前提

とされているからこそ，国土計画はその効用を発揮することが出来る．その意

味でも，今後政府は国民から信頼を得続けられるように公約を着実に実行して

いく必要があり，国家課題について真摯に取り組む必要があると言える．
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第5章 結論

本研究では国家政策の計画公表によるコミットメント・ペナルティに着目し，イ

ンフラ分権的整備問題における国土計画の国際的な政策調整機能についてゲー

ム論的に分析を行った．グローバル化が進行したことによって相互依存関係が深

まった現代の国際社会においては，インフラストラクチャーの越境スピルオーバー

効果が考慮され，産業集積を巡るインフラ整備競争が行われている．そのよう

な経済環境の下で，コミットメント・ペナルティを持ち合わせることによって政策

調整機能を果たそうとする国土計画が，実際に形成される社会状態にどのよう

な影響を与えうるのかを分析し，政策的示唆を得ることが出来た．以下に，本研

究において各章で得られた知見について簡潔に述べる．

第 2章においては，本研究の着目する基本的概念について既存の研究について

考察を行い，本研究との関連性や本研究の位置づけについて述べた．国土計画

は利害関係者の行動を政策目的に応じて同期化させる効果を持ち合わせている

とされている．国土計画の政策調整可能性については十分な分析がなされてお

らず，本研究ではその要因を国家政策におけるコミットメント・ペナルティと捉え

た．また，諸外国に対して互いの主権を侵犯することのない政策調整の可能性に

ついて分析を行うことは新規性があり，分析の必要性が感じられる．近年では急

激な社会経済的な統 合が進んでおり，発展途上国の多いアジア圏において は 特

に，インフラ整備需要がある．しかしながら，地域全体を網羅するがバナンス・

システムはアジア地域には存在していない．このような経済環境における意思

決定論や政策調整論に関して分析を行うことには大変意義がある．越境スピル

オーバー効果を持つインフラの分権的整備問題については，地方公共財や交通

インフラを取り扱ったものが存在するが，いずれも競争関係を取り扱っておらず，

またコミットメントとしての計画が社会状態に与える影響について分析はなさ

れてこなかった．その点で本研究には新規性があり，分析意義があると言える．ま

た，本研究におけるコミットメントとは，交渉ゲームにおける commitment gameの

コミットメントのことであり，破棄した場合にペナルティが発生するものである．

国土計画は国際的な公的声明であるため，利害を争う状況ではコミット・ペナル
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ティを持って戦略的に意思決定を行っていると言える．

第 3章においては対称な二国が，産業集積を巡ってインフラ整備競争を行ってい

る経済環境をゲーム理論を用いてインフラ国際的分権整備モデルとして定式化

を行った．分析の結果，インフラ整備費用が大きい場合は複数均衡が生じること

が明らかにした．各国政府は戦略的不確実性の下で意思決定を行わなければな

らない場合があり，社会的に非効率な状態が達成される可能性を示した．

第 4章では，第 3章で定式化したモデルに，不信費用として非対称なコミットメ

ント・ペナルティが考慮された国土計画を導入し，国土計画によるコミットメント

ゲームを定式化した．分析の結果命題１，命題２，命題３を得ることが出来，そ

れらを通して政策的示唆を得た．つまり，本研究によって国土計画の国際的な政

策調整可能性があ明らかになり，それと同時に計画に対するコミットすることの

重要性を示すことが出来た．

以上が本研究にて得られた知見のまとめであるが，特に第 3章，第 4章の知見は

あくまで本研究における簡略化された経済環境でのみ成り立つものであること

に注意しなければならない．

本研究では，二国間におけるインフラ整備競争問題について取り扱っているが，

実際の国際社会においては三国以上の複雑な相互依存関係が構築されている．

本研究を応用して，三国以上の意思決定問題を取り扱うことが出来る可能性が

ある．また，想定される相互依存関係は利害対立モデルだけでなく，協調ゲーム

型，囚人のジレンマ型等の様々な関係性が考えられる．これらについても分析を

行う必要があるのではないだろうか．

コ ミット メ ン ト・ペ ナ ル ティに つ い て は ，他 国 の ペ ナ ル ティ，更 に は 自 国 の ペ ナ

ルティでさえ知ることが出来ないような不確実性の下での意思決定モデルへ拡

張出来る可能性がある．また，明示的に費用としてペナルティを捉えず，繰り返

しゲームにおける評判効果のようにペナルティを捉えることが出来るかもしれ

ない．
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のあるべき姿等のご示唆を度々頂きました．厚く御礼申し上げます．京都大学大

学院工学研究科の大西正光助教からは特に，熱心にご指導いただきました．日

頃から公私を問わずに研究に関するご指導，生活に関するご指導，心構えに関

するご指導等，本当に様々なご指導を頂きました．深謝の意を申し上げます．京都

大学大学院工学研究科吉田護特定助教には，研究に対するご指南の他，時には

研究室の学生を盛り上げていただき，私にとって大変心強い存在でありました．

深謝の意を申 し上 げます．京都大学大学院工学研究科の鄭蝦榮研究員には常に

温かく，優しくご指導いただき，厳しい研究活動に取り組む勇気を頂きました．

深謝の意を申し上げます．また，研究室の同期である王氏，白氏，榊原氏，鶴田

氏，松村氏，籾山氏とは常に切磋琢磨し，日々励まし合いながら大学生活を過ご

すことが出来ました．京都大学工学研究科阿部真育氏は，時に社会人の先輩と

して，時に学生仲間として様々な時間を共有致しました．計画マネジメント論分

野研究室諸兄には，本研究を取りまとめるにあたり大変なご協力をいただきま

した．皆様に深く感謝の意を申し上げます．最後に，私がこの世に生を受け，こ

れまで健やかに生活を送れるように育て親しんでくれた家族へ，心より感謝の

意を申し上げます．


